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1――コロナ禍により急減した世界の M&A 取引 

新型コロナウイルスの流行の影響を受けて、世界のＭ＆Ａ取引が減少している。図表１は世界のＭ

＆Ａの月次の件数と金額の推移を示している。これを見ると、世界のＭ＆Ａの取引金額は 2019 年 6

月の 5602億米ドルから、2020 年 5月には 981億米ドルに減少、リーマンショック後と同水準まで落

ち込んだ。6月は 3028億米ドルと戻りが見られたものの、昨年と比較して低い水準に留まっている。 

新型コロナウイルスの流行によって企業業績が悪化したことや、企業が手元資金の確保を優先し、

新規の投資を抑制していることが背景となっている。通常、企業を買収する場合、デューデリジェン

ス（資産査定）の一環として現地調査が欠かせない。しかしながら、新型コロナウイルスの流行感染

拡大防止のため、外国への渡航が厳しく制限されている現状では、こうした現地調査を行うことが困

難となっていることも影響している。 

 

図表１ グローバル M&Aの月次取引件数・金額の推移 
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(注) 期間:2005年 1月～2020年 6月 
(出所) Bloombergのデータをもとにニッセイ基礎研究所作成 
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2――大型買収案件の中止 

 グローバルＭ＆Ａ取引の減少についてその内訳を見てみたい。2019 年下期から 2020 年上期のグロ

ーバルＭ＆Ａの取引金額の変化を地域別に見ると、北米が 9543億米ドルから 5444億米ドルに減少、

欧州が 5112億米ドルから 3480億米ドルに減少、アジア太平洋が 4001億米ドルから 3062億米ドルに

減少、中南米が 506億米ドルから 301億米ドルに減少、中東・アフリカが 454億米ドルから 444億米

ドルに減少と軒並み減少していることが分かる(図表２)。グローバルＭ＆Ａの取引金額は、特に北米

で大きく減少している。これは、米国で予定されていた大型の企業買収が中止されたことなどが背景

となっている。 

図表３は 2020年上期に発表された取引金額上位のＭ＆Ａ案件を示している。これを見ると、米事務

機器大手ゼロックスによる米パソコン・プリンター大手ＨＰの買収、米インターコンチネンタル取引

所（ＩＣＥ）による電子商取引（ＥＣ）大手イーベイ買収など、大型の企業買収案件が相次いで中止

されていることが分かる。 

その一方で、6 月 7 日、イギリスの製薬会社のアストラゼネカは米国の製薬会社ギリアド・サイエ

ンシズに合併を提案した。発表時の取引金額は 962億米ドルと、実現すれば非常に大きな取引となる。 

図表２ グローバルＭ＆Ａ取引金額の地域別の変化(2019年下期・2020年上期) 

 
 

 

図表３ 2020年上期に発表された取引金額上位 M&A取引 
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社名 所在国 業種 社名 所在国 業種

1 2020/6/7 ギリアド・サイエンシズ アメリカ バイオテクノロジー アストラゼネカ イギリス 製薬 962

2 2020/3/2 ヒューレットパッカード アメリカ コンピューター ゼロックス アメリカ オフィス機器 353 中止

3 2020/3/2 ズベルバンク ロシア 銀行 ロシア政府 ロシア - 321

4 2020/3/9 ウィリス･タワーズ･ワトソン アメリカ 保険 エーオン アメリカ 保険 314

5 2020/2/4 イーベイ アメリカ インターネット インターコンチネンタル取引所 アメリカ 総合金融 300 中止

6 2020/4/3 エバシー アメリカ 電気 ネクステラ・エナジー アメリカ 電気 219

7 2020/2/28 ティッセンクルップ エレベーター ドイツ 総合機械 アドベント・インターナショナルなど アメリカ 総合金融 189

8 2020/6/25 サンバ･フィナンシャル･グループ サウジアラビア 銀行 ナシュナル･コマーシャル･バンク サウジアラビア 銀行 156

9 2020/2/20 Eトレード･ファイナンシャル アメリカ 総合金融 モルガンスタンレー アメリカ 総合金融 145

10 2020/4/22 ドイチェ･ヴォーネン ドイツ 不動産 ヴォノヴィア ドイツ 不動産 137

順位 発表日
取引金額

(億米ドル)
備考

被買収企業 買収企業

(注) 期間:2019年 7月～2019年 12月、2020年 1月～2020年 6月 
     地域の分類は被買収企業の所在国に基づく 
(出所) Bloombergのデータをもとにニッセイ基礎研究所作成 

(注) 期間:2020年 1月～2020年 6月 
(出所) Bloombergのデータをもとにニッセイ基礎研究所作成 
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3――世界各国で広がる外資規制の強化 

 アストラゼネカによるギリアド・サイエンシズの買収は、大型案件であるが、実現には障壁がある

と言われている。主要国・地域が相次いで外国からの出資を厳しく管理する外資規制の強化を打ち出

しているためだ。 

新型コロナウイルスの流行によってグローバルサプライチェーンの寸断、生活必需品や医療品の深

刻な不足が起こった。こうしたことから、国民を守るために何が必要かという点で、世界の見方が大

きく変化している。このような中、株価下落により企業価値が減少することで、自国の安全保障にお

いて重要な企業が外国投資家に買収されることが危惧されている。各国政府は外国投資家によって自

国の安全保障上重要な企業が買収されるのを防ぐために、外資規制を強化している。図表４は主要な

国・地域の外資規制見直しの内容を示している。 

EUは、2020年 6月にＥＵ域外の政府から補助金を受ける企業によるＥＵ域内企業の買収などを制限

する規制案を公表した。 

オーストラリアは、2020年6月に外国からの投資について安全保障の観点に基づく審査を導入した。

エネルギー、防衛産業、メディアなどセンシティブな分野への外国投資について、事前通知を義務化

している。 

米国では、新型コロナウイルスの流行を受けての外資規制の見直しは現在のところ行われていない。

しかし、2020 年 1 月 13 日に、外国投資リスク審査現代化法（the Foreign Investment Risk Review 

Modernization Act  FIRRMA）の最終規則を公表し、外国投資家による自国企業や不動産などへの審査

を導入している。 

 日本でも、2019年に外国為替及び外国貿易法(外為法)を改正し、外国投資家が国内企業に出資を行

う場合に必要な届出の対象の出資比率を 10％以上から 1％以上に引き下げている。 

 このように、各国政府は外国投資家による出資規制の強化を行っている。各国の政策において自由

競争よりも産業保護や安全保障がより重視されるようになった。各国の外資規制強化は今後もしばら

く継続すると考えられる。新型コロナウイルスをきっかけとしてグローバル M&Aや業界再編を取り巻

く状況は大きく変化したと言えるだろう。 

図表４ 主要国・地域の外資規制見直し 

 

 

国・地域 投資規制見直しの特徴 公表時期

EU
ＥＵ域外の政府から補助金を受ける企業によるＥＵ域内企業の買収などを制限
　-外国政府の補助金を受ける企業が域内企業を買収する場合の事前申告の義務化
　-外国政府による補助金の影響を精査、是正を求める監督機関の設置

2020年6月

ドイツ
ＥＵ域外からの自国医療関連企業の買収の監督を強化
  -ＥＵ域外の投資家が出資を行う場合の事前届出の対象を出資比率25％以上から10％以上に引き下げ

2020年5月

オーストラリア
外国投資の認可において、安全保障の観点に基づく審査を導入
　-投資額にかかわらず、エネルギー、防衛産業、メディアなどセンシティブ分野への外国投資について事前通知を義務化
　-承認済みの外国投資についても、安全保障上のリスクが生じた場合、あらためて審査・処置を行う

2020年6月

米国
外国投資リスク審査現代化法（FIRRMA）の最終規則を発表
  -重要技術、インフラに関わる投資、空港、港湾、軍事施設に近接する不動産の取引について審査
　-国家安全保障を害するおそれがあると認める場合、取引を停止又は禁止するための措置を行う

2020年1月

日本
外国投資家による原子力や半導体など安全保障上重要な日本企業への出資規制を強化
　-外国投資家が出資を行う場合の届出の対象を出資比率10％以上から1％以上に引き下げ

2019年10月

 (出所) 各国政府公表資料をもとにニッセイ基礎研究所作成 
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4――おわりに 

 本稿では、直近のグローバルＭ＆Ａマーケットの動向とその背景について説明した。新型コロナウ

イルスの流行が拡大する中で、グローバルＭ＆Ａ取引は低調となっている。これは、企業業績の悪化

や移動制限により企業買収に必要な現地調査が難しくなっていることなどが背景となっている。 

また、新型コロナウイルスの流行による生活必需品や医療品の深刻な不足が起こったことから、自

国の安全保障や産業保護を重視する動きが広がっている。こうした背景から世界各国で外資規制を強

化する動きが広がっている。 

このように新型コロナウイルスをきっかけとしてグローバルＭ＆Ａを取り巻く状況は大きく変化し

ている。こうした外資規制の強化は、業界再編や企業経営にも大きな影響を及ぼすだろう。今後の各

国の政策やグローバルＭ＆Ａマーケットの動向に注目していきたい。 
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